
尼崎市の財政状況
～未来へつなぐ行財政基盤の確立に向けて～
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※1 本資料の数値は全て表示単位未満を四捨五入で記載しているため、文中の数値や表内・グラフ内において合計が一致しない場合がある。

※2 本資料の数値は断りのない限り、R1以前は決算数値、R2は最終予算数値、R3は当初予算数値を記載している。
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（あまがさき「未来へつなぐプロジェクト」とは）
持続可能な行財政基盤とは
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尼崎市における年齢四区分別構成比の推移見込
（出典：尼崎市人口ビジョン）
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尼崎市税収指数と完全失業率（全国）の推移
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※尼崎市税収指数の算出方法

市税収入／消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）×（100-国内企業物価指数）＜令和元年度を100とする＞
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「財政再建
団体」への
転落可能性

（あまがさき「未来へつなぐプロジェクト」とは）
プロジェクト策定に至るまで
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尼崎市

経営再建

プログラム

平成１５～１９年度

「財政再建団体」への転落
の回避

“あまがさき”

行財政構造

改革推進プラン

平成２０～２４年度

「５０億円」超の構造改革
等を実施

あまがさき

「未来へつなぐ」

プロジェクト

平成２５年度～令和４年度

歳出削減だけでなく中長期的
な視点から都市の体質転換

を目指す

都市の体質転換・税源の涵養を図る取組

現役世代の定住・転入促進につながる取組

健康で自立した生活の確保に向けた取組

税収の安定・向上につながる取組

効果的・効率的な行財政運営を図る取組

給与構造改善・職員定数の適正化・効率的な組織運営

市営バス事業の民営化に向けた取組

公共施設の再配置・統廃合と跡地活用

その他効果的・効率的な行財政運営に向けた取組

「財政再建団体」・・・企業で言えば、会社更生法の適用を受けることに相当するもので、総務大臣の指定を受けて、国の指導監督の下、財政再建計画を策定し、
歳入・歳出の両面にわたって厳しい見直しが求められるため、市民負担が増となる一方で市民サービスの著しい低下を招くこととなる。



（あまがさき「未来へつなぐプロジェクト」とは）
本市行財政の変遷・行財政改革の必要性
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◇右肩上がりの税収と収益事業収入

◇安定成長を前提とした経済見通し

◇多様な施設整備とともに、土地開発公社による事業用地の先行取得を行いながら再開発事業等を推進
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市 税 収 入 ・ 収 益

事業収入の減少

財源対策に係る市債の発行
（収支不足を特例的な借金で賄う ※退職手当債等）

財政状況が悪化
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尼崎市の財政状況
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類似中核市との義務的経費に係る経常収支比率比較
（R1決算ベース）

人件費

扶助費

公債費

他市と比べ扶助費・公
債費の割合が大きい

将来負担（借金）残高が多いため公債費（借金の返済）が多い

基金（貯金）残高が少ない

経済・雇用情勢等の景気影響を受けやすい（社会保障関係費※扶助費が多い）

現在の財政状況の特徴
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（尼崎市の財政状況）
毎年度の収入と支出のバランス
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実質的な収支不足額の推移と見込

実質的な収支不足

億
円

経営再建プログラムを開始した平成１５年度から比べると
収入と支出のバランスはかなり良くなっているように見えますが、

今後は収支不足が再び拡大する見込みです。

４年連続で先行会計繰出金
を除いて収支均衡を確保

令和４年度以降、
社会保障関係費の増などで
収支不足が広がる見込み

新型コロナウイルス感染症
対応のため４億円の
財政調整基金を活用
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（尼崎市の財政状況）
将来負担（借金）と基金（貯金）の状況
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平成１５年度以降、借金を減らしながら、
徐々に貯金も増えてきましたが

他市と比べるとまだまだ借金が多く、
貯金が少ないという厳しい状況です。

この状況を改善するためには収支改善
が必要不可欠です。
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収支・将来負担見通しと今後の取組の方向性
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あまがさき「未来へつなぐ」プロジェクト ４つの財政規律・財政目標



（収支・将来負担見通しと今後の取組の方向性）
収支の見通し
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H29.2版収支見通（プロジェクト中間総括時）

R3.2版収支見通
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き収支不足
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H29.2版収支見通（プロジェクト中間総括時）

R3.2版収支見通

高齢化の進展等
により増加傾向
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R3.2版収支見通

中間総括時
に比べ増加

（億円）

R4以降は概ね
横ばいで推移見込

※R3.2版収支見通のR1･R2・R3の数値は当初予算ベース

H30～R2取組分
13.7億円

R3向けの
構造改善の取組

4.9億円

社会保障の伸び等
による収支不足拡大

コロナ影響への
対応4億円



（収支・将来負担見通しと今後の取組の方向性）
将来負担の見通し等
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目標管理対象将来負担

特定の交付税措置を加味した場合

（億円）

将来的にクリーンセンターの建て替
えが本格化することに伴い増加す
ることが見込まれる。

※１ 将来負担とは、一般会計・特別会計の市債残高に債務負担行為、土地開発公社債務保証、外郭団体損失補償を加えたもの。
目標管理対象将来負担は、将来負担から、臨時財政対策債や減税補てん債など本市の意思にかかわらず、事実上発行せざるを得ない市債を除いたもの。

※２ プロジェクト策定後に創設・期間延長された市債（緊急防災・減災事業債や公共施設適正管理推進事業債など）の交付税措置を指す。
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早期償還分

通常償還分

残高

[残高目標1,100億円以下]
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H30～R3で97億円
早期償還を実施
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※減債基金・公共施設整備保全基金はFM（ファシリティマネジメント）分を除く

概ね100億円を
目標に拡充

土地売払収入を積み立てて
早期償還に活用

早期償還可能額



尼崎市 資産統括局 財務部 財政課

℡：06-6489-6157

E-mail：ama-zaiseika@city.amagasaki.hyogo.jp


